ゲンショウ カラ ホンシツ ニ イタル インガ カンケイ ノ タンキュウ カテイ オ クミコンダ チュウガッコウ シャカイカ ノジュギョウ カイハツ : ショウタンゲン ニホン ノ ショチイキ ホッカイドウ チホウ オ ジレイ トシテ by 魚谷 亮太 & Ryota UOTANI
―３９―
Ⅰ．問題の所在と研究の目的
社会科の目標は，社会認識形成をとおして市民
的資質を育成することである。この目標を受け，
これまで社会科の授業において，社会事象間の因
果関係を扱った先行実践が数多くなされてきた。
しかし，授業で扱われている因果関係の質に着目
すると，常識的なものにとどまってしまっている
ものがある。例えば，次のような因果関係を扱っ
た事例がみられる。
この因果関係における原因は，「アフリカの国々
が天候や他国の影響を受ける一次産品の輸出にた
よっている」という状況である。天候の影響を受
けて収量が変化したり，他国の需要の影響を受け
て商品の価格が変動したりすれば，それにたよっ
ている国の収入が安定しないのは当然である。
したがって，例として示した因果関係は常識的
な現象を説明することにとどまっており，生活経
験から得られる知識を乗り越えたものとはなって
いない。アフリカの国々が，天候や他国の需要に
影響を受ける一次産品の生産にたよらざるをえな
い理由が分かってはじめて，アフリカのモノカル
チャー経済の本質を説明できるようになる。この
ようにして，生活経験だけでは習得できない因果
関係を理解していくことで，子どもの社会認識は
形成される。
そこで，本研究では，先に示したような常識的
な現象を示す因果関係と，社会事象が生じた原因
の本質を示す因果関係とを区別して定義し，二つ
の因果関係を探究する過程を組み込んだ授業モデ
ルを開発，実践することを目的とする。
Ⅱ．社会事象間の因果関係のとらえ方
 先行研究の分析
これまで，社会科教育学研究の領域において，
社会事象間の因果関係についての研究が進められ
てきた。岩田一彦は，社会科授業において「因果
関係の質を吟味することが重要である」2)とし，社
会事象間の因果関係を「現象的因果関係」と「本
質的因果関係」に分類した。本研究では質の低い
因果関係を「現象的因果関係」，質の高い因果関
係を「本質的因果関係」とする3)。岩田は，因果関
係を二つに分類したうえで，社会科授業には本質
的因果関係を組み込むことが必要であるとしてい
る。しかし，社会科授業に組み込むべき本質的因
果関係について「徹底的な社会諸科学の研究成果
の検討が要求される」4)と述べるにとどまってお
り，どのような要件を備えていれば本質的因果関
係といえるのかという定義はなされていない。
吉崎雄貴は，因果関係を細分化することで，現
象的因果関係と本質的因果関係を区別した5)。吉崎
は，ある結果とそれに対する直接的な原因との間
に成立する関係が現象的因果関係であると述べて
いる。そして，現象的因果関係の繰り返しによっ
て本質的因果関係が構成されるとしている。吉崎
の研究も，何をもって本質的因果関係といえるの
かという定義を示すことができていない点に課題
がある。
酒井喜八郎は，「食」に関する社会事象に焦点
を当て，これについて「時間軸」と「空間軸」の
両方の要因を探究していくことにより，本質的因
果関係を習得できるとしている6)。しかし，「時間
軸」と「空間軸」に関する要因についての基準が
示されていない。つまり，生活経験から習得可能
な常識的な要因が入り込む余地が残されてしまっ
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ている点に，酒井の論の課題があるといえる。
水山光春は，水俣病を例に挙げ，自然科学的な
因果関係を現象的因果関係，社会科学的な因果関
係を本質的因果関係として分類している7)。山本憲
令は，人間の行為によって，「目的結果」と「目
的外結果」が生じるとして行為と結果（目的結果
と目的外結果を含む）との間に現象的因果関係が
成立するとしている8)。そして，行為に目的を生じ
させた要因を「刺激客体」，行為者が置かれてい
る環境の中の条件を「手段条件」とし，行為と刺
激客体・手段条件との間には本質的因果関係が成
立するとしている。水山と山本による因果関係の
分類基準は，非常に明確であり，示唆に富んでい
る。しかし，現象的因果関係において，水山は自
然科学のみに焦点を絞っていること，山本は行為
とその結果のみに焦点を絞っていることから，両
者の分類基準にはずれが生じているといえる。
このように，先行研究として因果関係の分類は
試みられてきたものの，いまだ明確な定義が示さ
れていないという課題が指摘できる。
 社会事象間の因果関係
① 社会事象の分類
社会認識は，社会事象間の因果関係を理解する
ことで形成される。つまり，社会科における認識
の対象は社会事象である。社会事象とは，人間の
行為や生活に関わる事象のことである9)。例えば，
「（工場の）運営」と「公害」は，ともに社会事
象である。しかし，これら二つの社会事象は，異
なる種類のものである。
「運営（する）」は他動詞であり，「組織の機能
を，内側から動かして活動させること」10)という意
味である。つまり，「運営」は人間による行為と
いうことになる。一方，「公害」は「人為的な生
活活動が原因となって，不特定多数の一般市民の
健康や生活環境を直接・間接におびやかす現象」11)
という意味である。こちらは，人間の行為が原因
となって生じる現象である。このことから，「（工
場の）運営」と「公害」の間には因果関係が形成
されている。「（工場の）運営」という社会事象
（行為）が原因であり，「公害」という社会事象
（現象）が結果となる。したがって，これら二つ
の社会事象は異なる種類のものであるといえる。
このことを踏まえて，本研究では社会事象を「行
為」と「行為による現象」に区別する。
② 社会科における科学的な因果関係
「行為による現象」は，「行為」を原因としてい
る。前項で挙げた「工場の運営（行為）」と「公
害（行為による現象）」を例にすると，これらの
間に成立する因果関係は図１のように示すことが
できる。
図１に示した例は，山本が現象的因果関係とし
て示していた「行為」と「目的外結果」の関係と
なっている。また，「工場の運営」がなされれば，
工場は大気を汚染するガスを排出することにな
る。ここには，「Ａ（行為）が生じれば，Ｂ（行
為による現象）が確実に生じる」という関係性が
成立している。
このような関係性は，主に自然科学で見られ
る12)。このことから，図１で示した例は，社会事
象間の因果関係の中でも自然科学的な性質をもっ
ているといえる。現実社会において「Ａが生じれ
ばＢが確実に生じる」と認識されているような因
果関係は常識的なものである。したがって，「行為」
と「行為による現象」を結び付けた自然科学的な
性質をもつ因果関係は常識的であるといえる。「行
為による現象」の原因（行為）を明らかにしても，
常識的な因果関係の理解に終始するということで
ある。
一方，「行為」を結果ととらえ，その原因を明
らかにしようとする場合，自然科学的な因果関係，
すなわち「Ａが生じればＢが確実に生じる」といっ
た因果関係を明らかにすることはできない。なぜ
なら，「行為」は行為者の意志やそのときの状況
が複雑に関係し合って実行されるか否かが決定さ
れるからである。社会諸科学は，このような複雑
な関係性を，それぞれの専門分野（経済学なら経
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図１ 「行為」と「行為による現象」の間に成立す
る因果関係
済的分野，政治学なら政治的分野）において明ら
かにしている。科学的な社会認識の形成をめざす
社会科では，学習内容として社会諸科学の研究成
果を組み込み，「行為」の原因を科学的に明示す
る必要がある。これまで述べてきたことから，社
会諸科学の研究成果を組み込むことにより「行為」
の原因を明らかにした因果関係が，社会科におけ
る科学的な因果関係であるといえる。
③ 社会事象間の因果関係の定義
社会科における因果関係には，現象的なものと
本質的なものの二つがある。二つの因果関係は，
社会認識形成における質の高低で区別できる。現
象的因果関係は質が低いものであり，本質的因果
関係は質が高いものである。この質は，因果関係
が常識的か科学的かという区別によって決定され
る。常識的であれば質は低く，科学的であれば質
は高い。
前項で述べたように，自然科学的な社会事象間
の因果関係は常識的なものとなる。社会事象間の
因果関係において自然科学的なものとは，ある「行
為」を原因，それに対応する特定の「行為による
現象」を結果として結び付けたものである。これ
らのことから，本研究における社会事象間の現象
的因果関係を次のように定義する。
一方，社会諸科学の研究成果を踏まえて「行為」
の原因を明らかにしている因果関係が，社会科に
おいては科学的であり，本質的なものとなる。「行
為による現象」は「行為」が生じてはじめて成立
する。このことは，現象的因果関係そのものが，
本質的因果関係における結果となることを示して
いる。これは，岩田・水山・山本の論と共通する。
そして，岩田・水山・山本の三名が本質的因果関
係における原因として示しているものを整理する
と，表１のようになる。なお，吉崎と酒井の主張
では，本質的因果関係における原因についての基
準を設けられていなかったので，ここでは除外す
る。また，「要因」という用語は，これらが複数
合わさることにより，本質的因果関係における原
因を構成するという意味で用いることとする。
この三名の主張内容を比較してみると，岩田が
示しているものが他の二名の示しているものを包
含しているといえる。水山の「社会科学的要因」
も山本の「刺激客体・手段条件」も，どちらも社
会諸科学の研究成果が反映されたものであること
が絶対条件だからである。ただし，このままでは
何を本質的因果関係における原因とすべきなのか
が明確になっていない。本質的因果関係を定義す
るためには，どのような要件を備えていれば本質
的因果関係における原因といえるのかを示す必要
がある。
そこで，社会学において社会事象を研究する際
に用いる視点を参考にすることで，本質的因果関
係における原因の部分を考察する。社会学は，他
の社会諸科学の専門分野に広くかかわりをもち，
総合的に社会事象を研究していく学問である13)。
このような特性をもつ社会学の視点を用いること
で，いずれかの学問の視点に偏ることのない考察
が可能となる。下田直春は，社会学において社会
事象を研究する際に用いる視点として，次の四つ
を示している14)。
Ⅰ．いかなる意図によって生起しているか（目的論
的連関）
Ⅱ．それがいかにして存在するに至ったか（歴史的
因果連関）
Ⅲ．それがいかなる理由によって存在し続けている
のか（同時的因果連関）
Ⅳ．それはいかなる効果を他の事象や社会に及ぼし
ているか（機能連関）
ⅠからⅣの視点のうち，因果についてのものは
Ⅱの「歴史的因果連関」とⅢの「同時的因果連関」
である。つまり，社会学において，この２点が明
らかになれば，社会事象の原因を明らかにするこ
とができるということになる。
Ⅱの「歴史的因果連関」を明らかにすることは，
すなわち「なぜそれが生起したのか（生起した理
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現象的因果関係とは，「行為による現象」（結
果）と「行為」（原因）を結び付けた状態のこと
である．
表１ 岩田・水山・山本が示す本質的因果関係に
おける原因
本質的因果関係の原因論者
社会諸科学の研究成果が示す要因岩田一彦
社会科学的（政治的・経済的・社会的）要因水山光春
刺激客体・手段条件山本憲令
由）」を明らかにするものである。同様に，Ⅲの
「同時的因果連関」を明らかにすることは，すな
わち「なぜそれが存続しているのか（存続する理
由）」を明らかにするものである。これらのこと
から，「行為」の原因となるのは，「行為」を「生
起」し「存続」させている複数の要因ということ
になる。これらの要因は，構造的に関連し合い，
現象的因果関係を生じさせる原因となっている。
本研究では，「行為」についての「生起した理
由」と「存続する理由」をまとめて「構造的要因」
とし，次のように定義する。
「構造的要因」の内容と，表１で整理した三名
の研究者による主張とを比較検討する。「構造的要
因」は，「行為」の原因となるものである。社会
科授業において「構造的要因」を明らかにしてい
く場合，経済学や政治学といった社会諸科学の研
究成果を踏まえることは必須である。
次に，「構造的要因」は「生起した理由」と「存
続する理由」によって構成されている。これらは，
「政治的・経済的・社会的」な側面をもっている
ことが普通である。
最後に，山本が示している「刺激客体」と「手
段条件」は，どちらも行為者に「行為」をはじめ
ようとする「目的」を抱かせる諸要因のことであ
る。この内容は，「構造的要因」における「生起
した理由」と同一のものである。これらのことか
ら，本質的因果関係における原因とは「構造的要
因」であるということができる。
これまで述べてきたことを踏まえると，本研究
における社会事象間の本質的因果関係の定義は次
のようになる。
そして，本質的因果関係の構造は，図２のよう
に示すことができる。
本項では，先行研究において明確に示されるこ
とがなかった社会事象間の現象的因果関係と本質
的因果関係の定義を行った。授業者は，「構造的
要因」として，表１に示したような三名の研究者
の主張内容を確実に組み込むことで，子どもの社
会認識をできる限り科学的なものとしていく必要
がある。
 本質的因果関係を獲得する学習過程
社会事象間の現象的因果関係は，「行為」を原因，
「行為による現象」を結果として両者を結び付け
たものである。一方，社会事象間の本質的因果関
係は，「構造的要因」を原因，「現象的因果関係
（行為―行為による現象）」を結果として結び付け
たものである。
これらの要素を因果関係としてまとめて示す
と，「構造的要因―行為―行為による現象」となる。
この因果関係における最終的な結果は「行為によ
る現象」である。一方，この因果関係における根
本的な原因は「構造的要因」である。したがって，
本質的因果関係を獲得する学習過程は，「行為」（原
因）と「行為による現象」（結果）を結び付けた
現象的因果関係の探究から，構造的要因（原因）
と現象的因果関係（結果）を結び付けた本質的因
果関係の探究へと進むものとなる。つまり，社会
事象間の本質的因果関係を獲得15)するためには，
二段階の探究を行う必要がある。
単元をとおして，ある特定の社会事象間の本質
的因果関係を獲得させることを目指したと仮定す
る。その場合，単元の学習過程の基本的な形式は
図３のようになる。
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構造的要因とは，手段が生起し，存続してい
る必然性を明らかにすることができる理由のこ
とである。
本質的因果関係とは，「現象的因果関係」（結
果）と「構造的要因」（原因）を結び付けた状態
のことである。
図２ 本質的因果関係の構造
図３は，子どもが実際にたどる学習過程，すな
わち因果関係の探究過程を示している。このこと
を示すため，矢印の向きは「結果」から「原因」
へと向かっている。子どもは，第１次で「行為に
よる現象」の存在を把握し，それを生じさせてい
る「行為」を明らかにする（現象的因果関係の獲
得）。続く第２次では，「行為」を生じさせている
「構造的要因」を明らかにする（本質的因果関係
の獲得）。こうして，子どもは単元をとおして本
質的因果関係を獲得することとなる。
Ⅲ．本質的因果関係を獲得する授業事例
 単元「日本の諸地域・北海道」における本質
的因果関係の設定
① 本質的因果関係の獲得をめざす「諸地域学習」
の学習過程
これまで述べてきたことを基に，中学校地理的
分野の単元「日本の諸地域・北海道」を事例とし
て授業モデルを提案する。『平成20年版中学校学習
指導要領解説社会編』には，「諸地域学習」にお
いて「理解させる」「とらえさせる」ものとして
「地域的特色」が示されている16)。児玉修は，地
域的特色を「地域の特色」とし，その理解内容に
ついて次のように述べている17)。
特定地域の「特色」に関する理解内容は二つのレベ
ルに分けられる。第一のレベルは，他地域とは異なっ
た成立状態を示している特定事象のその差異性＝「地
方的特殊性」，及び，その特定事象と他地域の事象と
の類似性＝「一般的共通性」に関する理解である。（中
略：魚谷）第一レベルの理解内容を前提にする第二レ
ベルは，「特色」を表す特定事象が成立している諸要
因（中略：魚谷）に関する理解である。このレベルで
は事実関係として示される要因や帰結の総体が「特
色」として理解されるべき内容となる。
学習者による地域的特色の理解は，次のような
手順によってなされる。はじめに，特定の地域に
存在している特殊な事象を見出す。この段階が，
児玉の述べる第一レベルの地域的特色の理解であ
る。次に，第一レベルで見出した特殊な事象が成
立している諸要因を明らかにしていく。この段階
が，児玉の述べる第二レベルの地域的特色の理解
である。これらのことを示すと，表２のようになる。
まずは，単元で扱う地域と他の地域とを比較す
ることで，地域的特色を見出す。この際に留意し
なければならないことは，地域的特色として設定
する社会事象は「行為による現象」でなければな
らないということである。「行為」を対象として，
そこから二段階の探究を行うと，「構造的要因」
を生じさせたさらなる原因を明らかにしなければ
ならないからである。このことを図示すると，図
４のようになる。
このように，地域的特色として「行為」を設定
してしまうと，複雑な社会事象の関連を取り扱わ
なければならないことになる。したがって，地域
的特色として「行為による現象」を選択し，設定
する必要がある。このことを示すと，図５のよう
になる。
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図３ 二段階の探究過程を組み込んだ学習過程
表２ 地域的特色に関する二つのレベルの理解
地域的特色を明らかにする．第一レベル
地域的特色を生じさせている要
因を明らかにする．第二レベル
（児玉（2000）を基に筆者作成）
図４ 「行為」を起点とした場合の二段階の探究
過程
図５は，前節で示した図３を「諸地域学習」用
に作り替えたものである。子どもは，第１次で地
域的特色を把握し，それを生じさせている「行為」
を見出す。この過程までで，地域的特色について
の現象的因果関係を獲得する。続く第２次では，
第１次で見出した「行為」についての「構造的要
因」を探究する。その結果，子どもは単元をとお
して現象から本質への因果関係の探究過程を経る
ことができる。
② 単元の概要
本単元は，「北海道地方」について「自然環境
を中核とした考察」によって学習していくよう設
計した。本単元における「北海道地方」の地域的
特色は，「寒冷な気候の北海道におけるさかんな稲
作」と設定した。その理由は，北海道における稲
作は自然環境を克服することで成り立つことと
なった農業だからである。
自然環境を生かした食料生産は，全国の多くの
地域で見られる。高知平野や宮崎平野でなされて
いる促成栽培はその好例である。一方，自然環境
を克服して食料生産がなされている具体的な例と
しては，厳しい水不足を解決するために用水路が
整備されることによって成立した，渥美半島や知
多半島の施設園芸農業があげられる。しかし，こ
のような例は全国的にあまりみられない。北海道
地方で稲作を教材として扱うことができれば，自
然環境を生かすだけではない食料生産のあり方を
学習することができる。
これらのことから，本単元では北海道地方の食
料生産，とりわけ稲作を扱うことで，「自然環境
を中核とした考察」による探究を進めていく。
③ 本単元における本質的因果関係の構造
本単元における本質的因果関係の構造は，図６
のようになる。
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図６ 本単元における本質的因果関係の構造
図５ 地域的特色として「行為による現象」を
選択した場合の二段階の探究過程
④単元計画
本単元の計画（全５時間）は，次のとおりであ
る。なお，凡例は表３のとおりである。
第２時において，地域的特色を生じさせている
「行為」を導き出す。そして，第５時では第２時
で導き出した「行為」についての「構造的要因」
を整理し，本質的因果関係を獲得する。
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表３ 単元計画における凡例
意 味下線の種類
行為による現象（一重線）
行為（二重線）
行為が生起した理由（波 線）煮 紗社社社社社
行為が存続する理由（太 線）
 授業の実際
本授業モデルの実践対象は，兵庫教育大学附属
中学校第二学年の生徒94名である。本授業モデル
では，第２時に「稲作がさかん」という地域的特
色を生じさせている「行為」の抽出を行う。子ど
もによる「手段」の抽出の一例を，図７として示
す。
子どもは，第２時の学習課題（ワークシート上
では「Ｑ５」）の解をＡの部分に記述している。
そして，そこから子どもに「北海道でさかんに稲
作を行うために，人間が行っていることは何だろ
う。」と問うことで，子ども自身に「行為」の抽
出を行わせた。抽出した「行為」はフローチャー
ト（Ｂの部分）に書き出している。この子どもは，
「行為」として「寒さに強い品種を作った」と
「耕地面積を広げた」を抽出している。北海道で
稲作がさかんに行われていることの現象的因果関
係における原因である「品種改良を行っている」
「広大な農地で農業を行っている」に相当する内
容である。こうして，子どもは第３時から本質的
因果関係を探究していくこととなった。
子どもは，第５時の終末で各「手段」を生じさ
せている「構造的要因」を記述した。ここでの記
述の内容を，表４，表５に示す評価基準に基づい
て評価する。これらの評価基準に示す内容は，文
献やインタビュー調査を基にして作成したもので
あり，社会諸科学の研究成果に相当する。したがっ
て，これらの内容を「構造的要因」として記述で
きている子どもは，科学的な因果関係，すなわち
社会事象間の本質的因果関係を獲得できていると
いうことができる。
なお，図６に従い，北海道で稲の品種改良が生
起した理由を「①－ア」，存続する理由を「①－
イ」とする。同様に，北海道において広い農地で
の農業が生起した理由を「②－ア」，存続する理
由を「②－イ」とする。すべて（「①－ア」「①－
イ」「②－ア」「②－イ」）の記述で評価「Ａ」を
獲得している子どもは，本単元における本質的因
果関係を獲得することができているということに
なる。
子どもの記述の分析を行った結果，次の表６よ
うになった。なお，評価「Ａ」として抽出してい
る子どもは，四つの「構造的要因」すべてで評価
「Ａ」を獲得している子どもに限定するものとす
る。
―４６―
図７ 子どもによる「行為」の抽出
表４ 北海道における「稲の品種改良」について
の評価基準
①－ア
記 述 内 容評価
北海道で稲の品種改良が始まった理由と
して，寒さに耐えることができるように
するためという内容を記述することがで
きている。
Ａ
Ａの内容を記述することができていない。Ｂ
①－イ
記 述 内 容評価
北海道で稲の品種改良が続けられている
理由として，耐寒性だけではなく味の向
上を目指しているためという内容を記述
することができている。
Ａ
Ａの内容を記述することができていない。Ｂ
表５ 北海道における「広大な農地での農業」に
ついての評価基準
②－ア
記 述 内 容評価
北海道において広大な農地での農業が始
まった理由として，屯田兵による開拓が
あったという内容を記述することができ
ている。
Ａ
Ａの内容を記述することができていない。Ｂ
②－イ
記 述 内 容評価
北海道において広大な農地での農業が続
けられている理由として，離農する農家
の農地を現役農家が引き継いでいるとい
う内容を記述することができている。
Ａ
Ａの内容を記述することができていない。Ｂ
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学年全体で評価「Ａ」を獲得した子どもは87％
という結果になった。評価「Ａ」を獲得した子ど
もの記述の一例を，図８として示す。
本単元における本質的因果関係の獲得状況は，
おおむね良好であったといえる。このことから，
単元の第１次で現象的因果関係を獲得させ，続く
第２次で「行為」についての「構造的要因」を探
究する学習過程は，「地域的特色」についての本質
的因果関係の獲得に有効にはたらいたといえる。
ただし，本実践で子どもに用いさせたフロー
チャートは，あらかじめ現象的因果関係が示され
ているものだった。子どもが常識的な因果関係を
乗り越え，科学的な因果関係の獲得にいたること
ができたかという部分の評価としては不十分なも
のであったと考える。
Ⅳ．本研究の成果と課題
本研究の成果は，次の二点である。
 社会科学と自然科学の研究成果を基に，社会
事象間の本質的因果関係と現象的因果関係を定
義し，それらの関係を明らかにすることができ
た。
 現象から本質へいたる因果関係の探究過程を
組み込んだ中学校社会科地理的分野の「諸地域
学習」の単元及び授業を開発することができた。
今後の課題は，次の二点である。
 政治・経済・文化・人口といった複数の領域
から「構造的要因」における「存続する理由」
を設定し，社会事象間の本質的因果関係を獲得
するための単元の開発を行い，実践を重ねる。
 扱った単元について，子どもの理解が現象的
因果関係のレベルか本質的因果関係のレベルか
を区別するための，新たな評価方法の開発を行
う。
表６ 子どもの記述の分析結果
全体３組２組１組評価
82人24人30人28人Ａ
12人7人3人2人Ｂ
87％77％91％93％Ａの割合(％)
図８ 子どもによるフローチャートへの記述
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